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要約
戸別データを用いた延焼シミュレーションは、防災まちづくりの初期段階において住民
に対して地域の危険性や防災まちづくりの効果を説明する時の効果的な道具である。しか
し、延焼シミュレーションは、出火点、風速、風向を与条件とするため、条件設定が変わ
ればシミュレーションによって描き出される延焼性状も変わる可能性が高い。それゆえ、
計画の代替案の評価に延焼シミュレーションを用いようとした場合、普遍的な評価を行う
ことは困難であった。しかし、現在のところ、地区レベルの延焼危険を評価する方法とし
て延焼シミュレーションに代わる方法はない。本稿は、延焼シミュレーションを使いなが
らも、与条件の恋意性を緩和し、より客観性の高い計画評価を行おうとするものである。
出火点位置設定、風速・風向をできる限り多く設定し、市街地全体の延焼特性と計画案に
よる延焼低減効果を定量的に把握しようとするものである。本稿で提示する方法は、発想
自体は必ずしも独創性のあるものと言えないが、ここ数年の急速なパソコンの性能向上に
よって実現可能となったものであり、この意味において今日的な意味があると言える。
1 .はじめに
防災まちづくりを取り巻く環境は、 1997年の密
集市街地防災街区促進法の制定、切迫した財政下
における諸事業の事業評価の一般化に伴って変わ
りつつある。密集市街地防災街区促進法では、危
険な建物の除却等、密集市街地の改善に向けた強
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力な仕組みが提供されると同時に行政の計画に対
する責任が明確化された。ここでは、関係者に対
して、計画の妥当性を明確に示すことが必要とさ
れる。また、事業評価では、事業の実施による効
果を予め定量的に評価することが必要とされてい
る。いずれにおいても、防災まちづくりの目的で
ある延焼危険の改善という観点から計画の効果と
合理性が示される必要がある。
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本稿では、延焼危険の観点から防災まちづくり
施策を評価することを試みる。既に拙著 (2001)
で延焼シミュレーションによる方法を示している
が、本研究は、この研究を発展させたものと位置
づけられる。拙著 (2001)では、現況の市街地と
計画によって改善された市街地に対し延焼シミュ
レーションを行うことによって、両者の延焼状況
の違いが明確に説明できることを示している。し
かし、延焼シミュレーションは、与えられた出火
点、風速、風向に対してその後の延焼性状を時系
列で表示するものであって、延焼シミュレーショ
ンによって得られる延焼性状は出火点、風向、風
速を与条件とした条件付の結果に過ぎない。つま
り起こり得る状況の 1つのパターンを与えている
に過ぎないという見方もできる。与条件の蓋然性
が高ければシミュレーション結果は客観性が高い
といえるが、出火点、風速、風向いずれも根拠を
もって定めることはできない。
拙著 (2001)にあるように、延焼シミュレーショ
ンは、まちづくりの初期段階住民に市街地の危険
性を認識してもらう、或いは、まちづくりの効果
を印象づけるためには効果的であるが、計画案の
是非を判断する基準としては客観性が高くないと
言える。極端に言えば、恋意性のある条件設定に
よって都合の良い評価結果を得ることも可能であ
り、この点が問題点として指摘される可能性があ
る。
そこで本研究は、次のような方法を用いて、延
焼シミュレーションを用いながらも、できる限り
恋意性を排除した計画案の評価を試みる。今回の
研究では、与条件の恋意性をできる限り排除する
ために、与条件である出火点、風速、風向につい
てあらゆるパターンを設定し、現況と計画案に対
し複数回シミュレーションを行い、その結果得ら
れた焼失被害を比較、分析するという方法をとる。
後で述べるようにシミュレーション回数は、数万
四に及ぶ。この評価方法の発想自体は独創的なも
のとは言えないが、数万回ものシミュレーション
を行うことは近年のコンビューターの能力が向上
したおかげであり、この意味において今日的な研
究と位置づけられる。
2. 用いる延焼シミュレーション
用いる延焼シミュレーションは、拙著 (2001)
と同じものとする。個々の建物聞の延焼経路をネッ
トワークとして予めデータ化し、ネットワーク上
の距離に対し、延焼速度式を適用することによっ
てシミュレーションを行うという方法である。こ
の方法は、南部ら(1989) によって開発された方
法を基礎としている。
採用した延焼速度式は、浜田式人堀内式 2)、
室崎式 3)である。着火の判定は、被延焼側の建物
構造で決定するものとした。なお、浜田式、堀内
式は、それぞれ、裸木造、防火造に対応する。室
崎式は、本来、簡易耐火造に対応するものだが、
準耐火造分類から簡易耐火造を区分けすることが
不可能であることから計画的安全側評価としてす
べての準耐火造に適用することとした。また耐火
造は延焼しないと仮定し、耐火建物が出火点とな
る時以外は焼失棟数に数えない。
また、建物を飛び越えて延焼しないと仮定し、
延焼する隣棟問の判定条件は、建物の重心間の線
分が他の建物ポリゴンの線分と交わらないことと
した。
3. 評価の前提および評価方法
まず、評価の前提として評価の対象区域を次の
ように定める o 評価の対象区域は、幹線道路に固
まれた区域とし、区域外で発生した火災が幹線道
路を越えて対象区域内に延焼することは想定しな
い。延焼被害の防止策としては、防災まちづくり
のように燃えにくい市街地を形成する方法と延焼
遮断帯によって都市防火区画間での延焼を阻止す
る方法の二つがある。基本的に両者の役割は分担
されていると一般的には考えられている。延焼遮
断帯による方法は延焼被害を延焼遮断帯内部に封
じ込めることを目的とし、一方の防災まちづくり
による方法は延焼遮断帯内部の延焼被害を低減す
ることを目的としている。今回の研究では、両者
の役割分担をふまえ、延焼遮断帯に固まれた区域
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における防災まちづくりによる延焼被害低減効果
に評価の対象を絞ることとする。一方で、防災ま
ちづくりによる燃えにくい市街地の形成が市街地
延焼時の炎の高さを下げ、それが延焼遮断帯の実
質的な機能を向上させるという複合的な延焼低減
効果があることも認識しているが、この観点から
の評価は今後の課題としたい。
与条件である出火点設定、風速、風向について
は延焼シミュレーションの与条件の恋意性を減ら
すために設定ケースを極力増やすことに努めるこ
ととする。出火点数は、震災時の地域の出火率を
考えると延焼遮断帯内部の市街地から 2箇所以上
出火することはまれであることから 1箇所とする。
出火点位置については、あらゆるケースを考える
こととし、各々の建物から出火するすべてのケー
スを考える。風速・風向条件については、今回は
次に述べるような設定とした。計算時間が許せば、
更に増やすことも可能である。まず、風向につい
ては、東西南北の4方向とした。風速については、
阪神淡路大震災時の最高風速程度の毎秒4mと地
震被害想定で一般的に用いられる毎秒 8mの2
ケースとした。
図 1 対象区域(荒川区町屋 2~4 丁目)
外周道路を越えて延焼しないと仮定
の対象は現況を含め計5つである。
①木造・防火造をランダムに 20%不燃化(約 490
棟)
②木造・防火造をランダムに 40%準耐火化(約 970
棟)
③主要道路を拡幅
④主要道路沿いを準耐火化(約 350棟)
①、②の代替案については、乱数によって適当
に不燃化或いは準耐火化する建物を選択した。ま
た、③、④の代替案については、建物総数が変わ
4 ケーススタディ らないように引屋或いは属性変更を行った。
なお、今回のケーススタディでは、データの制
(1)ケーススタディの対象 約により、風速・風向をこの地域での出現確率で
ケーススタディの対象区域は、荒川区町屋2'" はなく一様とした。また、出火確率もすべての建
4丁目とする。面積は約 40haである。対象区域の 物で一様とした。
市街地の概況は表 1のとおり。
表 1 対象地区の概要
シミュレーション回数は、出火点設定3，107ケー
ス×風速 2ケース×風向 4ケースの合計 24，856
ケースである。
今回のケーススタディで対象とする計画の代替
案として以下の4つを考える。シミュレーション
(2)ケーススタディの結果
図2、3に延焼シミュレーションの出力結果の
一例を示す。図中の白丸は出火点を表し、図中の
黒点線は等延焼時間曲線を表し、内側から 1時間、
2時間、 3時間を表す。評価結果はこのような計
算を数万回行って得られたものと考えていただけ
ればよい。なお、計算だけに要する時間は、一つ
の計画案に対しIntel(R)モパイル Pentium(R)直プ
ロセッサ600MHzで約50分程度であり、十分実用
的なものといえる。
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図2 延焼シミュレーションによる現状評価
①主要道路沿いを準耐火建物に建替
②木造・防火造の 20%をランダムに不燃化
図3 延焼シミュレーションによる計画代替案評価
(図2，3ともに、図中の黒点線は等時間線
内側から 1時間， 2時間， 3時間)
5，シミュレーション結果の分析
(1)現況市街地の延焼特性
現況市街地の各出火点の風速・風向平均焼失棟
数の度数分布を図4に示す。ここでいう平均焼失
棟数は耐火建物から出火したケースを含めない。
グラフの横軸は焼失棟数、縦軸は頻度を表してい
る。現況市街地では、平均焼失棟数は、 180分で
風速4m/s、8mlsでそれぞれ 372棟、 782棟、 360
分でそれぞれ 1，907棟、 1，635棟となった。 360
分後には概ね対象区域の 1/4から 2/3程度焼失す
るという結果になった。 180分と 360分の度数分
布を比較してみると、概ね分布の広がりは左から
右へ平行移動している。これは~ß..拡大してしまっ
た火災は拡大し続けることを示している。
また、風向別の度数分布を描いてみた結果、風
向による度数分布の相違は見られた。これは対象
区域の形の影響と考えられる。
(2)計画の代替案
現況及び各代替案について総平均焼失棟数を表
2に示す。これによると、 4つの代替案の延焼低
減効果は、「②20%不燃化J> I④主要道路沿を準
耐火化J> r③40%準耐火化J> I③主要道路を
拡幅」の順であることが定量的に理解できる o ま
た、 180分から 360分までの聞の拡大率をみると、
40%準耐火化のものがやや大きくなる傾向となる
可能性がある。出火初期段階では延焼遅延効果は
あるものの、時間の経過に伴ってその効果が減少
する可能性があることが読み取れる。
更に、出火点毎の風速・風向平均焼失棟数の度
数分布を描き、それと現況の度数分布との差をとっ
たグラフ(図 5、6)をみると、各計画の特徴を
読み取ることができる。グラフの横軸は焼失棟数、
縦軸は施策の結果変化した度数を表す。不燃化を
20%行った場合、 200~300 棟未満の頻度が増加し
ており、これは不燃建築によって固まれることに
よって延焼速度が著しく小さくなっている、若し
くは、延焼が阻止されている可能性が高いことを
示していると言える o 準耐火建物が40%増加した
加藤:延焼シミュレーションによる防災まちづくり施策の代替案評価の試み
700 I 
600 
??????
。~ # # ~ #，~~@~@~@~@_~A@ 、、、、、'j，' '¥/ 
(a)風速 4m 180分
700 r 
。@-，ヂ，<:>A<:><:> ~<:><:> ，@ ~<:><:>ィí' A@ "子手、勺%へらややや〈〉やべ>'>，} ~ 
(b)風速 4m 360分
75 
700 ~一一一一一一一一ー一一一一一一一一一 「
6∞ト一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一」
500ト一一一一一一~一一一一一一一一 一一一---j
拍Oト一一一一一一一一一一一一岳喜一一一一一 一一一一一一斗
.1目|300ト一一一一一一一一一一一--111-陸回目ー 一一一斗
2∞トー図一一一一一一一一一~蜂揺盛時臨揺鶴一一一一一一一一一一一一一一一一斗
1∞4 一一醐開閉賢明 」
O~魁畠~且韮i 図j回目回闘闘闘回目岡田 ~ーιー
。令。i:l ~<:>。品、。R> ~<:> ~<:>。，¥:J" ~\S φ へも 0，<:3 グ 4J 653 43 cF 43 43 ヘ内、ヘ局、為、'j，九
(c)風速 8m 180分
。~ # # ~ #，~~@~@~@~@~@~@ 内、、、為、内、'j，' '); 
図4 出火点毎の平均焼失棟数の度数分布(横軸 焼失棟数、縦軸 頻度)
(d)風速 8m 360分
表2 各計画案における平均焼失棟数
風速 4m/s 風速 8m/s
180分 360分 拡大率 180分 360分 拡大率
現況 372(347) 1， 097 (1， 024) 212% 782(730) 1， 635 (1， 527) 121% 
20%不燃化 207 (164) 607(483) 198% 466(370) 1，006(800) 123% 
40%準耐火化 281 (268) 899 (855) 234% 634(602) 1， 470 (1398) 149% 
主要道路拡幅 342 (320) 1， 021 (954) 213% 691 (686) 1， 462 (1450) 117% 
主要道路沿い準耐火化 277 (259) 834(778) 207% 557 (554) 1， 268 (1262) 131% 
場合については、全般的に延焼速度が低減してい
る。また、道路拡幅については、若干の延焼遅延
効果は見られるものの、延焼阻止効果はほとんど
期待できない。道路沿いの準耐火化では、風速が
小さい場合、 300棟以下の度数が若干見られ、延
焼速度の著しい減速果若しくは延焼阻止効果が見
られる。しかし風速が大きくなると、その効果は
限定されるが全体として延焼遅延効果は大きい。
(3)分析上の問題
以上がシミュレーション結果の分析であるが、
( )内は耐火建物からの出火を含む平均焼失棟数)
今後、評価手法を改善していく上で次の課題が挙
げられる。
今回は延焼危険として焼失棟数を用いているが、
この方法では、建物総数が変わるような計画案の
評価には使いづらい。例えば、焼失市街地面積と
する等、普遍性のある評価指標を用いる必要があ
る。また、計画策定の現場で用いることを前提と
すると、計画案検討の思考を中断せずに評価が行
えることが望ましい。今回の方法でも十分実用に
耐えると思われるが、更に改善するのが望ましい。
例えば、延焼危険の観点からは同じとみなして良
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い建物群を予めグルーピングしておき、出火点を
当該建物群で一ヶ所として計算ケースを減らす等、
計算回数を減らす工夫が必要である。
6. まとめと今後の課題
本稿では、延焼シミュレーションの与条件の恋
意性を排除した客観性のある計画案の評価方法の
一例を提示した。今回提示した方法は、風速・風
向条件や建物毎の出火確率については一様という
仮定を設けているほか、代替案として取り上げた
仮想の計画案が相互に比較し得るものではない等
の課題もある。また、シミュレーション結果の分
析についても更に深い分析が必要とされよう。し
かし、延焼シミュレーションを活用することによっ
て、今まで認識できなかった地域で起こり得る延
焼性状の全体像や計画案毎の延焼危険の低減効果
を定量的に理解できることが示されたと言える。
特に計画案の評価の対象を政策コストや実現可能
性が同じくらいのものにすれば、政策の意思決定
の道具として利用できると考えている。また、今
回は行うことができなかったが、建物毎の出火確
率を加味すれば、出火防止策が延焼危険に与える
影響を評価することが可能であり、例えば出火危
険の高い街区に対する集中的な施策の展開など、
出火防災策と延焼防止策を組み合わせた総合的な
延焼防止策が検討できるものと思われる。
現在、延焼シミュレーションの他に道路閉塞に
よる障害等、地区レベルの防災性評価手法が GIS
を活用して開発されつつある。これらの手法につ
いても、延焼シミュレーション同様、言わば「デ
モ画面」として関係者に対する啓蒙の道具として
利用されるに留めるのではなく、計画策定の道具
として積極的に利用されるべきである。今後は、
現在の課題を解決し、より客観性の高い評価方法
を構築するとともに、実際の計画策定の現場で利
用できる技術開発を行っていく予定である。
注
1)浜田(1951)
2)堀内 (1994)
3)室崎(1982)
4) W東京都の市街地状況調査報告書(第5回)デー
タ編~ (東京消防庁. 1995)による。
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Urban fire spread simulation system with microscopic GIS data cannot be effective as a tool to 
consider the district improvement plan， although it is useful as on巴tomake the residents recognize that 
the district has destructive hazard and will need to be improved. The problem is that three conditions， 
which must be given in the simulation system， have arbitrariness. Therefore， evaluation method cannot 
assure enough objectivity. In this study， we attempt to decrease this arbitrariness in evaluating the 
a1ternatives plans， although we use the simulation system. We give the various conditions to set as 
many cases of the simulation as possible. In the concrete， we consider four wind directions (north， 
south， east and west)， two cases of wind speed (4m/s and 8m/s)， and al cases of a fire breakout. We 
make the frequency distribution of the average burned houses number from output data of the 
simulation and evaluate the alternatives by comparison between the distributions. We consider four 
alternative plans for Machiya district in Tokyo， where is a typical densely built-up area， ascase study. 
The number of the simulation is more than 20，000 totally for every alternative. This number is much 
huge beyond compare with that in the usual simulation. In conclusion， we show that the number of 
simulation has no problem from the viewpoint of calculation time and this proposal method with urban 
fire spread simulation can be of practical use as a tool of to consider the district improvement plan. 
